
平成 29 年 3 月

平成 28 年度 平成 37

１．事業概要

（１）

① 施設

② 使用料

③ 組　織

平成２２年に産業建設課　建設係と水道係を、建設・水道部門（建設担当・水道下水道担当）に統合

平成２７年度に建設・水道部門を、建設・水道係に名称変更

職　　員　　数

事業運営組織

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

その他の使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

該当無し

【公衆浴場・プール用】
基本使用料：１０㎥まで：１，５００円
従量使用料：１０㎥を超えるもの：１㎥につき３０円
　※各料金には消費税及び地方消費税が加算されます。

　下水道関連に関する組織については下記のとおりである。
　　課長（土木・漁港・水道・下水道・農業・林業・水産業総括）　１名
　　総括主幹（土木・漁港・水道・下水道総括）　１名
　　主査（水道技術管理者・下水道兼務）　１名
　　主事（水道及び下水道料金・土木のうち公営住宅兼務） 1名　　　　　　計４名
　　平均年齢は41.0歳

3,611円

3,743円

3,736円

3,240円

3,240円

3,240円

実質的な使用料　*3

（２０㎥あたり）
※過去３年度分を記載

平成25年度

法適（全部適用・一部摘要）
・ 非 適 の 区 分

流域下水道等への接続の有無処 理 区 域 内 人 口 密 度

牛滝地区：１８．３３人／ｈａ
福浦地区：１４．７５人／ｈａ
長後地区：１８．５０人／ｈａ
磯谷地区：１９．００人／ｈａ
※平成２７年度末現在

無し

処理区数

平成26年度

平成2７年度

平成25年度

平成26年度

平成2７年度

条例上の使用料　*2

（２０㎥あたり）
※過去３年度分を記載

～

一般家庭使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

計 画 期 間 ：

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における20㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に20㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

別添１－２

佐　井　村　下　水　道　事　業　経　営　戦　略
（漁業集落排水事業）

事業の現況

基本使用料：１０㎥まで：１，５００円
従量使用料：１０㎥を超えるもの：１㎥につき１５０円
　※各料金には消費税及び地方消費税が加算されます。

広域化・共同化・最適化
実 施 状 況 * １

策 定 日 ：

年度

供 用 開 始 年 月 日
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

牛 滝 地 区 ： 平 成 ９ 年 度 （ 供 用 開 始 後 １ ９ 年 ）
福 浦 地 区 ： 平 成 １３年 度 （ 供 用 開 始 後 １５ 年 ）
長 後 地 区 ： 平 成 １４年 度 （ 供 用 開 始 後 １４ 年 ）
磯 谷 地 区 ： 平 成 １７年 度 （ 供 用 開 始 後 １１ 年 ）

非適用
（現状においては法適化の予定なし）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

青森県　佐井村

漁業集落排水事業

処理場数

４区（牛滝処理区、福浦処理区、長後処理区、磯谷処理区）

４箇所（牛滝地区下水処理場、福浦地区下水処理場、長後地区下水処理場、磯谷地区下水処理場）

　平成１７年度までに計画区域全域が下水道供用開始している。集落間に距離があることから、広域化・共同化・
最適化は実施していない。

　*1「広域化」とは一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道との接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは①の他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を共わない）を指す。



（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．経営の基本方針

３．収　　支　　計　　画　

（１）

（２）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

活用できる資産なし

　施設維持管理業務（水質検査業務・下水道汚泥運搬委託業務含む）、消防設備保守点検業務、自家用電気工作物
保守管理業務委託を民間業者に委託している。

　平成１９年度から現在まで民間委託を単年度契約で実施しており、流入汚泥の増加により委託積算費用も変化する
ことから、指定管理者制度については未検討である。

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥・下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資産（資源を含む）を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

収支計画の策定に当たっての説明

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付している。

民間活力の活用等

資産活用の状況

ア　民間委託
　（包括的民間委託を含む）

　平成９年度から現在まで民間委託を単年度契約で実施しており、流入汚泥の増加により委託積算費用も変化するこ
とから、ＰＰＰ／ＰＦＩについては未検討である。

活用できる資産なし

イ　指定管理制度

ウ　ＰＰＰ/ＰＦＩ

ア　エネルギー利用
　（下水熱・下水汚泥・発電等）*4

イ　土地。施設等利用
　　（未利用土地、施設の活用等）　*5

　平成２8年度に策定・公表した平成２7年度決算「経営比較表」を添付している。
　この経営比較分析表は経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本村の経年比較や他の類似団体との比較、複数の指標を組み合わせた分析を行い、経営の
状況及び課題を的確かつ簡明に把握することが可能となる。

〇計画的な事業の執行
　平成９～１７年の供用開始から約１０～２０年が経過した現在、各地区漁業集落排水への接続件数は飽和・停滞にある。特に地域間での格差があり、全４地区のうち２
地区で加入率５０％未満となっている。
　今後は維持管理面において老朽化していく施設の保守・長寿命化等を検討・実施し、施設の更新を実施していかなければならない時期を迎えており、更には、人口
減少が年々進行することが考えられるため、、使用料水準等も検討した上で財政計画を策定し、計画的な経営改善を続けていく必要性がある。

〇効率的な事業の実施
　業務の効率化とコスト削減に積極的に取り組み、これまでと同様に民間委託の活用により業務効率化を図りつつ、包括的民間委託についても検討していく。また、特
定環境保全公共下水道事業との連携についても検討していく。

〇収入の確保と負担の適正化
　財政基盤強化のため、収入の確保と他会計との負担区分の適正化を図る。また、収入確保のため使用料の収納率を向上させると共に、適切な使用料の見直しを行
う。国庫補助金や企業債について的確に資金調達を行っていく。

〇水洗化の促進
　公共用水域の水質保全のため、下水道区域内における未接続者の解消に向け、広報等の周知により加入促進を図っていく。

〇災害・危機管理対策
　本村では、災害に対する事業継続計画（ＢＣＰ）を策定していることから、災害が発生した場合は、事業継続計画に従って被災した下水道施設の特定を行い、影響を
受ける範囲を把握し村民に周知すると共に、応急復旧対策等を実施していく。

収　支　計　画　：　 別　紙　の　と　お　り

　現在において下水道接続者は飽和状態にあり、今後大幅な増加は見込めないことから、下記の費用については総額で平成２８年度予算ベースから増減なしで一括
算定している。
　・民間活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、ＰＰＰ／ＰＦＩなど）
　・職員給与に関する事項
　・動力費に関する事項
　・薬品費に関する事項
　・委託費に関する事項

〇修繕費に関する事項
　平成９～１７年度の開始時から約１０～２０年が経過し、修繕箇所が増えてきている。基本的には当初予算における委託料の落札減分等を活用し既存予算内での設備
修繕を図る。大規模修繕について平成２８年度現在は随時対応しているが、平成２９年度以降において施設長寿命化計画を策定し、計画的な修繕を実施する。

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

　当村は、平成17年度をもって集落排水整備は完了した。
　今後においては下水道区域内の整備済の施設・設備の修繕が主となることから、施設機器の修繕・長寿命化計画を策定し、財政負担等も考慮し複数年での費用平
準化を図る。
　平成２８年度より、国庫補助金を活用した老朽化施設の更新事業を実施する予定である。更新の際は維持管理コストも考慮し、事業費の圧縮に努める。

　当事業における主な収益的収入は、営業収益の使用料収入・営業外収益の他会計繰入金となっている。
　使用料については、今後の人口減少による減収は避けられないものと想定しているため、整備区域内の水洗化率の向上に努めていく。また、使用料の料金改定（基
本的に３年毎）も並行して行うことにより、使用料収入の減少を抑えていきたいと考えている。
　他会計繰入金については、国が定める基準に基づくもの及び国の基準外のどちらも活用している状況である。繰入額が少なくなるよう、各種歳出の抑制及び収入の
確保策を検討したいと考えている。
　大規模事業の際の国庫補助金については、最大限の補助となるよう不明水の削減を図る。
　資産の有効活用については、小水力発電や太陽光発電などの発電設備の整備についての費用対効果（Ｂ／Ｃ）検討を行う。

民間活用の状況



（３）収支計画に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

　毎年度、進捗管理を行い、最低でも５年毎に見直しを行う。ＰＤＣＡサイクルにより、経営戦略の事後検証を行い、現状と
合わない部分については更新する。

職 員 給 与 費 に 関 す る 事 項 　本村の給与制度による。

動 力 費 に 関 す る 事 項 　機器の適正な運用を図り、コスト縮減に努める。

そ の 他 の 取 組 　他の同規模漁業集落排水事業と経営状況を比較し、情報共有を図る。

使 用 料 の 見 直 し に 関 す る 事 項

投 資 の 平 準 化 に 関 す る 事 項

民 間 活 力 の 活 用 に 関 す る 事 項
（ Ｐ Ｐ Ｐ / Ｐ Ｆ Ｉ な ど ）

資 産 活 用 に よ る 収 入 増 加
の 取 組 に つ い て

民 間 活 力 の 活 用 に 関 す る 事 項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者
制 度 、 Ｐ Ｐ Ｐ / Ｐ Ｆ Ｉ な ど ）

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　現状では、他会計繰入金により経営が成り立っていることは否めないことから、維持管理費用等の適切な削減及び加入促進など
の収益増化対策を実施し、収入の増加を図る。

　建設改良費等については、国の国庫補助及び交付金、交付税措置の有利な起債の借入等など、適切な財源確保に努める。

　現在、下水道区域整備は完了している。
　当村は漁業集落排水４区域で供用開始しているが、特定環境保全公共下水道１区域を有していることから、人口減少に伴う広域
化・共同化（各漁業集落排水汚泥の特定環境保全公共下水道受入）については費用対効果を配慮した事業実施の可否を検討す
る。

広域化・共同化・最適化に関する事項

そ の 他 の 取 組

　現在における当事業の企業債償還額は減少傾向にある。しかし、平成２８年度より約１０年を目途に４地区漁業集落排水施設の修
繕を実施することから、交付税措置の有利な起債を活用し、償還額の平準化を図る。

　平成９年度から現在まで民間委託を単年度契約で実施しており、流入汚泥の増加により委託積算費用も変化することから、ＰＰＰ
／ＰＦＩについては未検討である。

そ の 他 の 取 組

　平成９年度より供用を開始しているが、使用料については加入促進の観点から見直しを行っていないのが現状である。
　平成３０年度より３年毎を目役にして、使用料体系・使用料金についての見直しを検討する必要がある。

修 繕 費 に 関 す る 事 項

委 託 費 に 関 す る 事 項

薬 品 費 に 関 す る 事 項

　ＰＰＰ／ＰＦＩなどの民間的経営手法の導入については、事業の公共性と効率性・村外事業者参入の可否などが今後の検討課題と
捉えている。

　従来から単価契約の実施などにより経費削減に努めているが、包括的民間委託等によりコスト削減可能か検討する。

　事業開始から約１０～２０年経過しているが、今後は更に修繕費等が増加することが確実視されていることから、平成２８年度より国
庫補助金を活用した計画的な修繕を実施する。

　委託内容については内容を精査し、適正な委託料となるよう努める。

　水洗化推進、収納率向上など財源確保につながる経費については、費用対効果を検証しつつ取り組む。
　使用料改定については、類似団体の料金及び使用料体系の比較を行い、適切な料金設定となるよう取り組む。



様式第2号（法非適用企業）

収支計画

【漁業集落排水施設】 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 ( 決 算 ) ( 決 算 )
決算
見込

1 (A) 24,420 15,802 14,872 14,512 14,287 14,104 13,982 13,840 13,714 13,635 13,534 13,438

（１） (B) 4,694 4,600 4,600 4,738 5,212 5,212 5,212 5,733 5,733 5,733 6,306 6,306

ア 4,694 4,600 4,520 4,738 5,212 5,212 5,212 5,733 5,733 5,733 6,306 6,306

イ (C)

ウ 80

（２） 19,726 11,202 10,272 9,774 9,075 8,892 8,770 8,107 7,981 7,902 7,228 7,132

ア 19,726 11,202 10,272 9,774 9,075 8,892 8,770 8,107 7,981 7,902 7,228 7,132

イ

２ (D) 24,420 15,802 14,872 14,512 14,287 14,104 13,982 13,840 13,714 13,635 13,534 13,438

（１） 18,446 10,400 10,165 10,334 10,508 10,687 10,871 11,061 11,257 11,459 11,666 11,880

ア 5,400 5,538 5,628 5,797 5,971 6,150 6,334 6,524 6,720 6,922 7,129 7,343

イ 13,046 4,862 4,537 4,537 4,537 4,537 4,537 4,537 4,537 4,537 4,537 4,537

（２） 5,974 5,402 4,707 4,178 3,779 3,417 3,111 2,779 2,457 2,176 1,868 1,558

ア 5,974 5,402 4,707 4,178 3,779 3,417 3,111 2,779 2,457 2,176 1,868 1,558

イ

３ (E)

1 (F) 41,960 41,961 42,609 90,939 32,014 83,737 27,449 79,497 24,323 78,224 18,997 20,690

（１） 6,900 6,900 8,900 33,000 7,900 31,400 7,100 31,400 7,100 31,400 5,143 5,524

6,900 6,900 8,900 6,000 5,200 4,400 4,400 4,400 4,400 4,400 4,400 4,400

（２） 35,060 35,061 30,409 24,939 20,814 19,337 17,049 15,097 13,923 13,824 13,854 15,166

（３）

（４）

（５） 3,300 33,000 3,300 33,000 3,300 33,000 3,300 33,000

（６）

（７）

２ (G) 41,960 41,961 42,609 90,939 32,014 83,737 27,449 79,497 24,323 78,224 18,997 20,690

（１） 6,000 60,000 6,000 60,000 6,000 60,000 6,000 60,000

（２） (H) 41,960 41,961 36,609 30,939 26,014 23,737 21,449 19,497 18,323 18,224 18,997 20,690

（３）

（４）

（５）

３ (I)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

37年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

34年度 35年度 36年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息



様式第2号（法非適用企業）

収支計画

【漁業集落排水施設】 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 ( 決 算 ) ( 決 算 )
決算
見込

37年度29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度

(J)

(K)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 4,694 4,600 4,600 4,738 5,212 5,212 5,212 5,733 5,733 5,733 6,306 6,306

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区 分 ( 決 算 ) ( 決 算 )
決算
見込

19,726 11,202 10,272 9,774 9,075 8,892 8,770 8,107 7,981 7,902 7,228 7,132

19,726 10,762 10,192 9,774 9,075 8,892 8,770 8,107 7,981 7,902 7,228 7,132

440 80

35,060 35,061 30,409 24,939 20,814 19,337 17,049 15,097 13,923 13,824 13,854 15,166

45 80

35,015 34,981 30,409 24,939 20,814 19,337 17,049 15,097 13,923 13,824 13,854 15,166
54,786 46,263 40,681 34,713 29,889 28,229 25,819 23,204 21,904 21,726 21,082 22,298

※セルが塗りつぶされている箇所は数式が挿入されているので入力不要です。

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

29年度 30年度 31年度 32年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

41.6 39.4

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

28.9 31.9 35.5 37.3 39.5 41.5収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 36.8 27.4

赤 字 比 率 （ ×100 ）

42.8 42.8

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
青森県　佐井村

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

16.57 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 漁業集落排水 H2 2,237 135.04

－

- 該当数値なし 20.31 97.76 3,240 446 0.24 1,858.33 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

  現経営では、維持管理費の一部しか使用料収入で
カバーできていない。
　加入促進のために各種施策を実施したが加入者の
伸びが少ないのが現状である。
　村債償還については減少傾向にあるが、平成28年
度より施設改修事業を実施する予定であることから
平成29年度以降は村債の増加が見込まれる。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

　本村は4つの地区に漁業集落排水設備が整備され
ており、供用開始が平成9・13・14・17年度となっ
ている。
　平成9年供用開始した施設については平成28年度
より改修事業を実施し、他の3地区についても後年
度において改修を実施する予定である。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

全体総括

 健全性の確保のために、使用料料金の改定を検討
し収益の向上を図る。
　また、加入率の低い地区における収益の向上（下
水道加入促進）対策を引き続き行う。
　その上で適切な維持管理計画を策定し、機器設備
の低コスト高効率化・長寿命化・健全化に努める。
  維持管理費用の低減が図れるよう同規模市町村の
設備と費用比較していく。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」
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4,000.00
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H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 5,758.72

平均値 1,723.10 827.19 817.63 830.50 1,029.24
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％) 

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％) 

      【1,052.66】 

【77.87】 【33.90】 【424.58】 【40.22】 

    【0.13】 

該当数値なし 該当数値なし 

該当数値なし 該当数値なし 


